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 Not fall under the Corporate Re‑

organization Act (Act No. 154 of 2002) or

the Civil Rehabilitation Act (Act No. 225

of 1999). Furthermore, those who have

filed a petition for commencement of re‑

organization proceedings or commence‑

ment of rehabilitation proceedings shall

obtain the authorization for repossession

of the said tendering participants qualifi‑

cation after the commencement of pro‑

ceedings.

 Not those who are judged to be in ap‑

propriate as the other party to a contract

on account of having violated any of the

clauses of contract and illegal or unfair

act previously made with an official in

charge of any of the relevant local bu‑

reaus, or branch bureaus, or divisions, or

offices.

 Have not received suspension of de‑

signated contractor status, etc. from any

ministry or agency (including person spe‑

cially qualified by officials incharge of

disbursement of the procuring entity).

 Be a person whose business situation or

trustworthiness is deemed not to have

significantly deteriorated and whose

proper performance of a contract can be

guaranteed.

 Have registered in accordance with ar‑

ticle 22 of the Electricity Utilities In‑
dustry Law.

 Fulfill the requirement mentioned in

the tender manual that are stated from

the viewpoint of reducing CO2.

 Be a person who took a grant of a

tender manual.

 Time‑limit for tender : 17 : 00, 2 May,

2018.

 Contact point for the notice : Tetsuya Ya‑

mamoto, Chief clerk of the Kobe Local

Joint Govemment Building Section, Kobe

Local Finance Office, 29 Kaigandori,

Chuou‑ku, Kobe‑city, hyogo, 6500024, Ja‑
pan. TEL 0783912289.

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
なお、本入札に係る落札決定及び契約締結は、
当該賃貸借に係る平成30年度本予算が成立し、予
算示達がなされることを条件とするものです。
平成 30 年３月６日

支出負担行為担当官
北陸地方整備局長 小俣 篤

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 15
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 借入等件名及び数量
平成30年度 北陸地方整備局管内ＬＡＮ基
盤機器等賃貸借 一式（電子入札対象案件）
 調達件名の特質等 入札説明書による。
 借入期間 平成30年11月１日から平成34年
10月31日までの48ヶ月
また、契約締結の翌日から平成30年10月31
日までを本件業務に必要な準備の期間とす
る。
 借入場所 入札説明書による。
 入札方法 入札者は、ＬＡＮ基盤機器の平
成30年11月１日から平成34年10月31日までの
48ヶ月分の総額を入札書に記載すること。落
札決定は、総合評価の方式をもって行う。
 総合評価のための性能、機能、技術等に
関する書類（以下「総合評価のための書類」
という。）を提出すること。
 入札書に記載された金額に当該金額の
100分の８に相当する額を加算した金額（当
該金額に１円未満の端数があるときは、そ
の端数金額を切り捨てた金額とする。）を
もって落札価格とするので、入札者は消費
税及び地方消費税に係る課税事業者である
か免税事業者であるかを問わず、見積もっ
た契約希望金額の108分の100に相当する金
額を記載した入札書を提出すること。
原則として当該入札の執行において入札
執行回数は２回を限度とする。なお、当該
入札回数までに落札者が決定しない場合は
原則として予算決算及び会計令第99条の２
の規定に基づく随意契約には移行しない。

 電子調達システムの利用 本件は、競争参
加資格確認申請書、総合評価のための書類及
び必要な証明書等（以下「証明書等」という。）
の提出、入札を電子調達システムで行う対象
案件である。なお、電子調達システムにより
がたい場合は、紙入札方式参加願を提出する
ものとする。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条及び第71条の規
定に該当しない者であること。
 平成28・29・30年度国土交通省競争参加資
格（全省庁統一資格）「役務の提供等」のＡ又
はＢ等級に格付けされた東北、関東・甲信越
又は東海・北陸地域の競争参加資格を有する
者であること。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者でない
こと。（競争参加資格に関する公示に基づき
の競争参加資格を継続する為に必要な手続き
を行った者を除く。）
 証明書等の提出期限の日から開札の時まで
の期間に、北陸地方整備局長から指名停止を
受けていないこと。
 電子調達システムによる場合は、電子認証
（ＩＣカード）を取得していること。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する業者又はこれに準ずる者として、国
土交通省公共事業等からの排除要請があり、
当該状態が継続している者でないこと。
 入札説明書の交付を直接受けた者であるこ
と。
 入札説明書記載の納入実績があることを証
明した者であること。
 本調達の賃貸借物品を第三者をして賃貸し
ようとする者にあっては、当該物品を自ら賃
貸できる能力を有するとともに、第三者をし
て賃貸できる能力を有することを証明した者
であること。この場合、保守については応札
者が行うこととする。
予定される第三者が証明書等の提出期限の
日から開札の時までの期間に、北陸地方整備
局長から指名停止を受けた場合は、応札予定
者は本調達に応札できない。

予定される第三者が、当該入札に参加しよ
うとする複数の応札者間で重複していないこ
と。重複して申請している場合は、競争参加
資格を認めない。

３ 入札書等の提出場所等
 入札書等の提出場所、契約条項を示す場所
及び問い合わせ先
〒9508801 新潟県新潟市中央区美咲町１
丁目１番１号 国土交通省北陸地方整備局総
務部契約課購買係長 金子 英慎 電話
0252808880 内線2536
 入札説明書の交付場所及び交付方法
 交付場所 の問い合わせ先に同じ。
 交付方法 交付希望者は、ＣＤＲ等の
記録媒体（ＵＳＢメモリ等のディスク以外
の記録媒体は不可）を持参のうえ、３に
備付の交付専用パソコンから、電子データ
を保存し、交付を受けること。
なお、郵送希望者はＣＤＲ等の記録媒
体を返送用の封筒（切手添付）とともに送
付すること。

 電子調達システムのＵＲＬ及び問い合わせ
先
 電子調達システム
https://www.nyusatsu.geps.go.jp/OMP/

Accepter/

 問い合わせ先 の問い合わせ先に同
じ。

 電子調達システムによる証明書等及び紙入
札方式による証明書等の提出期限 平成30年
３月28日17時00分
 電子調達システムによる入札書及び紙入札
方式による入札書の提出期限 平成30年４月
26日17時00分
 開札の日時及び場所 平成30年４月27日10
時00分 国土交通省北陸地方整備局入札室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項
 電子調達システムにより参加を希望する
者は、証明書等を上記３に示す提出期限
までにこれを上記３に示すＵＲＬに電子
調達システムを利用し、提出しなければな
らない。
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